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国内企業物価指数
輸出物価指数 輸入物価指数

円ベース 契約通貨ベース 円ベース 契約通貨ベース

前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比
2022年 11 0.8 10.0 -2.0 15.1 -0.2 1.1 -5.3 28.0 -2.7 8.5 

12 0.6 10.6 -3.3 12.1 -0.2 1.3 -4.6 22.2 -0.7 7.5 
2023年 1 0.0 9.5 -2.1 9.0 0.0 1.1 -4.4 17.0 -1.8 6.5 

2 -0.3 8.3 1.5 9.4 0.4 0.5 0.8 15.0 -0.6 3.6 
3 0.1 7.4 0.7 7.1 0.3 -0.4 -1.5 9.4 -2.1 0.1 
4 0.3 5.8 0.2 1.8 0.4 -1.2 -3.0 -3.7 -2.8 -7.4 
5 -0.7 5.1 1.7 2.0 -0.3 -1.9 2.1 -5.4 -0.2 -9.6 
6 -0.1 4.1 1.4 0.7 -0.5 -2.2 -1.7 -11.7 -3.5 -14.6 
7 0.3 3.6 0.0 -0.4 -0.1 -2.4 -0.6 -14.7 -0.7 -16.3 
8 0.3 3.4 1.9 3.9 0.5 -0.6 1.3 -11.7 -0.5 -15.8 
9 -0.2 2.2 1.9 2.9 0.7 0.5 2.2 -14.3 0.6 -15.8 

10 -0.1 1.1 0.7 2.4 0.0 1.0 2.6 -11.8 1.6 -12.6 
11 0.3 0.5 0.3 4.8 -0.1 1.1 0.5 -6.4 0.1 -10.1 
12 0.3 0.3 -2.6 5.5 -0.2 1.1 -3.2 -5.0 -0.2 -9.6 

2024年 1 0.0 0.3 1.3 9.1 0.2 1.3 0.4 -0.2 -0.9 -8.8 
2 0.2 0.7 1.5 9.1 0.4 1.3 1.3 0.2 -0.2 -8.4 
3 0.3 0.9 0.4 8.8 0.3 1.3 -0.4 1.4 -0.5 -6.9 
4 0.5 1.1 2.2 11.0 0.6 1.5 2.0 6.6 0.2 -4.1 
5 0.7 2.4 1.5 10.9 0.1 1.9 2.5 6.9 0.9 -3.0 
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企業物価指数（2024年5月速報）
－円安の影響もあり、輸入物価の伸びが強まる－

国内企業物価指数は前月比＋0.7％、前年比＋2.4％、伸びはさらに加速

日本銀行から5月の企業物価指数が公表された。結果をみると、国内企業物価指数が前月比＋0.7％（前年比＋2.4％）、
輸出物価指数は、円ベースで前月比＋1.5％（前年比＋10.9％）、契約通貨ベースで同＋0.1％、輸入物価指数は、円ベース
で前月比＋2.5％（前年比＋6.9％）、契約通貨ベースで同＋0.9％となった。輸入物価指数の前年比は円ベースで伸びを強
めている。国内企業物価指数につき前月比で大きく上昇した品目をみると、電気・都市ガス・水道（寄与度＋0.31％ポイント）、
非鉄金属（同＋0.25％ポイント）といった品目の伸びが大きい。逆に下落した品目では、電気機器（同－0.03％ポイント）の影
響が大きくなっている。図表2は企業物価指数の推移をみているが、今年に入り水準が切りあがってきている。企業物価指数

と消費者物価指数との間に半年程度のラグがあると考えると、消費者物価指数への下押し圧力は今年の夏場あたりまで続
き、その後は薄れていくだろう。輸出物価指数・輸入物価指数も前年比で伸びがじわじわと高まっていく公算大である。

出所：日本銀行「企業物価指数」より筆者作成。

図表1：企業物価指数の概要

図表2：国内企業物価指数の推移 図表3：輸出物価指数の推移 図表4：輸入物価指数の推移

122.2

90

95

100

105

110

115

120

125

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5

2022 2023 2024

（2020＝100）
143.0 

112.5

90

100

110

120

130

140

150

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5

2022 2023 2024

円ベース 契約通貨ベース
（2020＝100）

171.2

128.4 

90
100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5

2022 2023 2024

円ベース 契約通貨ベース

（2020＝100）



-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

2021年 2022年 2023年 2024年

為替寄与 輸出物価寄与 原油輸入価格寄与 その他輸入価格寄与 その他寄与 交易条件

（％、前年比）

交易条件改善

交易条件悪化

図表5：交易条件変化（前年比）と寄与度の推移

図表6：企業向けサービス価格前年比と各サービスの寄与度の推移
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円安が円建て輸入価格を押し上げるも、交易条件は引き続き改善が続く

図表5は交易条件（輸出物価指数÷輸入物価指数）の前年比を折れ線で、交易条件に影響する輸出物価指数、輸入物価
指数（いずれも契約通貨建て）、さらに為替レートの影響を寄与度の形で示している。交易条件は2021年4月以降、前年比で
悪化を続けていたが、2023年4月に前年比プラスとなり、2024年5月は引き続き前年比＋3.7％と拡大を続けている。5月の
交易条件変化の内訳をみると、その他輸入価格の寄与が3.4％ポイント、原油輸入価格の寄与が－0.4％ポイント（プラスは

輸入価格の低下を示す。いずれも逆符号）と、その他輸入価格の減少が交易条件の前年比増に大きく寄与している。なお、円
安が輸出入物価に与える影響をみた為替の寄与は－1.4％ポイントと4月の－1.7％ポイントからやや縮小し、交易条件を悪化
させる方向に寄与したが、今のところ2022年と比べ影響はマイルドなものに留まっている。なお、輸入物価指数前年比は契約
通貨建てでみると前年比－3.0％と下落しているが、円建てでは同＋6.9％と上昇している。差分の9.9％が円安による輸入物
価の押し上げ分ということであり、交易条件の改善は続くとはいえ、円安による輸入物価の押し上げインパクトは2023年1月の
10.5％に匹敵する点は留意しておくべきだろう。
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4月企業向けサービス価格は前年比＋2.8％と大きく上昇

企業向けサービス価格指数は、企業間で取引され
るサービスについての物価指数である。これは需給
ギャップとの相関が高く、景気変動に対し敏感に動く
傾向が強いことが知られている。図表6は企業向け

サービス価格指数の前年比を折れ線グラフで、企業
向けサービス価格指数を構成する各サービスの寄与
度を棒グラフで示したものである。4月の総平均は前
年比＋2.8％となり、前年比＋2.5％を上回って2015
年3月以来の伸びとなった。

内訳をみていくと、運輸・郵便、諸サービスに含まれ
る技術サービス、自動車整備・機械修理といったとこ
ろが企業向けサービス価格の押し上げに寄与してい
る。企業向けサービス価格の伸びが加速していること
は、消費者物価指数に含まれるサービス価格の伸び
にも影響することになろう。

出所：日本銀行「企業向けサービス価格指数」より筆者作成。

出所：日本銀行「企業物価指数」より筆者作成。為替寄与は交易条件指数（円ベース）前年比と交易条件指数（契約通貨ベース）前年比の差として
計算している。原油輸入価格寄与は原油輸入価格（契約通貨ベース）前年比に原油の輸入品目全体に対するウエイトを乗じて計算した値。
その他寄与は為替要因と輸出入物価要因の積として定義される寄与。
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